
 

郡山市生活拠点形成事業計画 生活拠点形成事業等個票 

平成 26 年 1 月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. ７ 事業名 災害公営住宅整備事業(富田町) 事業番号 A-1-2 

交付団体 福島県 事業実施主体（直接/間接） 福島県(直接) 

総交付対象事業費 5,150（千円） 全体事業費 266,840（千円） 

事業概要 

長期避難者生活拠点形成交付金(事業番号：A-1-2)の採択を受け、災害公営住宅に係る集会所の計画を進め

ているところであるが、市場労務単価の高騰や資材高騰に対応するため、増額分について申請を行う。 

 

【整備概要】 

 整備箇所：郡山市富田町字逆池北地内 

建築面積：約 70 ㎡ 

 整備手法：建設 

 建設する建物の構造：木造平屋建て(1 棟) 

要求水準：① 利用形態、周辺地域の需要などを勘案して必要なスペースを確保 

② 広場等のオープンスペースへの動線を確保し、コミュニティに配慮した計画 

③ 各部の設計は、高齢者及び障害者に配慮したものとし、使用人数に応じたスペースを確保 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

『福島県復興計画(第２次)』 

取組名：生活再建支援プロジェクト【復興公営住宅整備】 

取組内容：避難町村の意向を十分に確認しながら、県営住宅を含む様々な整備方法について検討中 

 

居住制限者の避難の状況との関係 

入居する居住制限者のコミュニティの維持・形成の拠点として活用することを基本的な考え方とし、入

居者が交流が出来る集会所とする。 

さらに集会所を拠点にして、地域の近隣住民とも交流が図られるようにする。 

 

 

 

 

※避難者支援事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 

 

 

 

 

 



 

（様式１－３） 

郡山市生活拠点形成事業計画 生活拠点形成事業等個票 

平成 26 年 1 月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. ８ 事業名 災害公営住宅整備事業(日和田町) 事業番号 A-1-3 

交付団体 福島県 事業実施主体（直接/間接） 福島県(直接) 

総交付対象事業費 2,375（千円） 全体事業費 113,470（千円） 

事業概要 

長期避難者生活拠点形成交付金(事業番号：A-1-3)の採択を受け、災害公営住宅に係る集会所の計画を進め

ているところであるが、市場労務単価の高騰や資材高騰に対応するため、増額分について申請を行う。 

 

【整備概要】 

 整備箇所：郡山市日和田町字原地内 

建築面積 約 40 ㎡ 

 整備手法：建設 

 建設する建物の構造：木造平屋建て(1 棟) 

要求水準：① 利用形態、周辺地域の需要などを勘案して必要なスペースを確保 

② 広場等のオープンスペースへの動線を確保し、コミュニティに配慮した計画 

③ 各部の設計は、高齢者及び障害者に配慮したものとし、使用人数に応じたスペースを確保 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

『福島県復興計画(第２次)』 

取組名：生活再建支援プロジェクト【復興公営住宅整備】 

取組内容：避難町村の意向を十分に確認しながら、県営住宅を含む様々な整備方法について検討中 

 

居住制限者の避難の状況との関係 

入居する居住制限者のコミュニティの維持・形成の拠点として活用することを基本的な考え方とし、入

居者が交流が出来る集会所とする。 

さらに集会所を拠点にして、地域の近隣住民とも交流が図られるようにする。 

 

 

 

 

※避難者支援事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 

 

 

 

 



 

（様式１－３） 

郡山市生活拠点形成事業計画 生活拠点形成事業等個票 

平成 26 年 1 月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 10 事業名 災害公営住宅整備事業(喜久田町) 事業番号 A-1-5 

交付団体 福島県 事業実施主体（直接/間接） 福島県(直接) 

総交付対象事業費 5,150（千円） 全体事業費 277,838（千円） 

事業概要 

長期避難者生活拠点形成交付金(事業番号：A-1-5)の採択を受け、災害公営住宅に係る集会所の計画を進め

ているところであるが、市場労務単価の高騰や資材高騰に対応するため、増額分について申請を行う。 

 

【整備概要】 

 整備箇所：郡山市喜久田町遠北原地内 

建築面積：約 70 ㎡ 

 整備手法：建設 

 建設する建物の構造：木造平屋建て(1 棟) 

要求水準：① 利用形態、周辺地域の需要などを勘案して必要なスペースを確保 

② 広場等のオープンスペースへの動線を確保し、コミュニティに配慮した計画 

③ 各部の設計は、高齢者及び障害者に配慮したものとし、使用人数に応じたスペースを確保 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

『福島県復興計画(第２次)』 

取組名：生活再建支援プロジェクト【復興公営住宅整備】 

取組内容：避難町村の意向を十分に確認しながら、県営住宅を含む様々な整備方法について検討中 

 

居住制限者の避難の状況との関係 

入居する居住制限者のコミュニティの維持・形成の拠点として活用することを基本的な考え方とし、入

居者が交流が出来る集会所とする。 

さらに集会所を拠点にして、地域の近隣住民とも交流が図られるようにする。 

 

 

 

 

※避難者支援事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 

 

 

 

 



 

（様式１－３） 

郡山市生活拠点形成事業計画 生活拠点形成事業等個票 

平成 26 年 1 月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 36 事業名 災害公営住宅整備事業(安積町２) 事業番号 A-1-12 

交付団体 福島県 事業実施主体（直接/間接） 福島県（直接） 

総交付対象事業費 158,820（千円） 全体事業費 715,580（千円） 

事業概要 

原子力災害により避難を余儀なくされている避難者の居住の安定を確保するため、早期に災害公営住宅

を整備する。 

【整備概要】 

 整備戸数：20 戸 

 整備箇所：郡山市安積町荒井字萬海地内 

 整備手法：建設 

建設する建物の構造：ＲＣ造３階建て集合住宅（１棟） 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

『福島県復興計画(第２次)』 

取組名：生活再建支援プロジェクト【復興公営住宅整備】 

取組内容：避難町村の意向を十分に確認しながら、県営住宅を含む様々な整備方法について検討中 

居住制限者の避難の状況との関係 

東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所の事故により、11市町村に避難指示区域が設定され、

9町村（現在は7町村）が役場機能を県内外の地域に移転せざるを得なくなるなど、原子力災害は本県の基

盤を根底から揺るがすものとなっている。 

災害公営住宅は、避難者にとってのコミュニティの形成・維持の拠点となるものであり、早期に整備す

ることが必要である。 

 

※避難者支援事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（様式１－３） 

郡山市生活拠点形成事業計画 生活拠点形成事業等個票 

平成 26 年 1 月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 37 事業名 災害公営住宅整備事業(安積町３) 事業番号 A-1-13 

交付団体 福島県 事業実施主体（直接/間接） 福島県（直接） 

総交付対象事業費 205,820（千円） 全体事業費 1,161,880（千円） 

事業概要 

原子力災害により避難を余儀なくされている避難者の居住の安定を確保するため、早期に災害公営住宅

を整備する。 

【整備概要】 

 整備戸数：35 戸 

 整備箇所：郡山市安積町笹川字西長久保地内 

 整備手法：建設 

建設する建物の構造：ＲＣ造５階建て集合住宅（１棟） 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

『福島県復興計画(第２次)』 

取組名：生活再建支援プロジェクト【復興公営住宅整備】 

取組内容：避難町村の意向を十分に確認しながら、県営住宅を含む様々な整備方法について検討中 

居住制限者の避難の状況との関係 

東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所の事故により、11市町村に避難指示区域が設定され、

9町村（現在は7町村）が役場機能を県内外の地域に移転せざるを得なくなるなど、原子力災害は本県の基

盤を根底から揺るがすものとなっている。 

災害公営住宅は、居住制限者にとってのコミュニティの形成・維持の拠点となるものであり、早期に整

備することが必要である。 

 

※避難者支援事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（様式１－３） 

郡山市生活拠点形成事業計画 生活拠点形成事業等個票 

平成 26 年 1 月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 38 事業名 災害公営住宅整備事業(鶴見坦) 事業番号 A-1-14 

交付団体 福島県 事業実施主体（直接/間接） 福島県（直接） 

総交付対象事業費 232,820（千円） 全体事業費 1,055,780（千円） 

事業概要 

原子力災害により避難を余儀なくされている避難者の居住の安定を確保するため、早期に災害公営住宅

を整備する。 

【整備概要】 

 整備戸数：30 戸 

 整備箇所：郡山市鶴見坦一丁目地内 

 整備手法：建設 

建設する建物の構造：ＲＣ造６階建て集合住宅（１棟） 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

『福島県復興計画(第２次)』 

取組名：生活再建支援プロジェクト【復興公営住宅整備】 

取組内容：避難町村の意向を十分に確認しながら、県営住宅を含む様々な整備方法について検討中 

居住制限者の避難の状況との関係 

東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所の事故により、11市町村に避難指示区域が設定され、

9町村（現在は7町村）が役場機能を県内外の地域に移転せざるを得なくなるなど、原子力災害は本県の基

盤を根底から揺るがすものとなっている。 

災害公営住宅は、居住制限者にとってのコミュニティの形成・維持の拠点となるものであり、早期に整

備することが必要である。 

 

 

 

※避難者支援事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（様式１－３） 

郡山市生活拠点形成事業計画 生活拠点形成事業等個票 

平成 26 年 1 月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 39 事業名 災害公営住宅整備事業(富久山町３) 事業番号 A-1-15 

交付団体 福島県 事業実施主体（直接/間接） 福島県（直接） 

総交付対象事業費 373,820（千円） 全体事業費 1,462,980（千円） 

事業概要 

原子力災害により避難を余儀なくされている避難者の居住の安定を確保するため、早期に災害公営住宅

を整備する。 

【整備概要】 

 整備戸数：40 戸 

 整備箇所：郡山市富久山町八山田字尾池南地内 

 整備手法：建設 

建設する建物の構造：ＲＣ造５階建て集合住宅（１棟） 

 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

『福島県復興計画(第２次)』 

取組名：生活再建支援プロジェクト【復興公営住宅整備】 

取組内容：避難町村の意向を十分に確認しながら、県営住宅を含む様々な整備方法について検討中 

居住制限者の避難の状況との関係 

東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所の事故により、11市町村に避難指示区域が設定され、

9町村（現在は7町村）が役場機能を県内外の地域に移転せざるを得なくなるなど、原子力災害は本県の基

盤を根底から揺るがすものとなっている。 

災害公営住宅は、居住制限者にとってのコミュニティの形成・維持の拠点となるものであり、早期に整

備することが必要である。 

 

 

※避難者支援事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


